
 はじめに 

衛星携帯電話は地上の通信網や携帯電話が使用でき
ない場所での利用、及び災害発生時に地上の通信回線
及び携帯電話回線が不通になった場合の通信手段とし
ても非常に有効である。
技術試験衛星Ⅷ型（以下、ETS−Ⅷ）には、送受それ
ぞれ1基のS帯大型展開アンテナが搭載されており、
直径13mのパラボラアンテナと同等の性能を軌道上
で提供できる。このような大型のアンテナを衛星に搭
載することで衛星の送受信性能を向上させることによ
り、地上側では携帯性に優れた小型端末を用いた通信
サービスを提供することが可能となり、パーソナル衛
星通信及び災害時など緊急時の通信の確保に貢献でき
る。
本実験で用いた小型の携帯型地球局（以下、携帯端
末）は、衛星に搭載された大型展開アンテナを用いる
ことを前提に、実用的な仕様として携帯電話に近い形
状、重量及び送信電力とし、バッテリ駆動を行うため
に消費電力等の検討を行い、試作したものである［1］［2］［5］。
 ETS−Ⅷは打ち上げ後の大型展開アンテナの展開に
は成功したが、受信部低雑音増幅器の不具合のため、
受信用大型展開アンテナが使用できない状態となっ
た［3］。このため、通信実験では衛星の受信アンテナに
直径1mのパラボラアンテナを使用することになり、
地上の携帯端末の送信アンテナにパラボラアンテナを
使用することで衛星側の受信性能が低下した分を補償
し、通信実験を行った。ここでは、試作した携帯端末
を用いた通信実験の結果について述べる。

 携帯端末の概要 

実験に用いた携帯端末について概要を述べる。図1

に通信実験に用いるために試作した携帯端末の外観を、
表1に携帯端末の主要諸元を示す。
携帯端末には携帯型とPDA型の2種類があり、PDA
型は表示用LCDが大きいことが特徴である。ただし、
内部回路については概ね同じである。端末の小型化及
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図1 携帯端末の外観
（1）　携帯型 （2）　PDA型

表1　携帯端末の主要諸元

2.5GHz（受信）/2.65GHz（送信）送受信周波数

1W送信電力

3dBi （ピーク利得，筐体込み） 
偏波：左旋円偏波

アンテナ利得
（送信・受信共）

8kbps BPSK
同期検波変復調方式

FDMA回線接続

12.5kHzチャネル間隔

PSI-CELP （5.6kbps）音声符号化

ニッケル水素２次電池　６本
（単３又は単４）電源

30分以上（単３の場合）連続通話時間

266g・264cc （電池含まず）重量・容積 （携帯型）
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び外観に突起物が無い形状とするため、送受信用のア
ンテナは図2に示すように筐体上部に内蔵する構造に
なっている。
内蔵アンテナは送受別のセラミックパッチアンテナ
で、上面の筐体カバーの損失を含めたアンテナのピー
ク利得は約3dBiである。端末に向かって右側が受信
用、左側が送信用アンテナである。アンテナ素子の大
きさは30mm×27mmで、アンテナの直下にバンドパ
スフィルタが直結される構造になっている。パッチア
ンテナの外観を図3に示す。
図4は携帯端末のブロック図である。 RF部、IF・

ベースバンド部及びディジタル処理部の3つに大きく
分けることができる。RF部を構成するアンテナは、送
受信とも外部アンテナも接続できる構造になっている。
図5に内蔵するパッチアンテナ単体の放射パターン
を示す。また、図6はアンテナを筐体に内蔵したとき
の放射パターンである。内蔵時の放射パターンは、送
信及び受信アンテナの取付位置及び筐体内部の金属に
よる影響を受けるため単体に対してパターンが乱れて
いる。
携帯型の消費電力は送信時で約18Wとなっており、
PDA型は携帯型よりやや大きくなっている。電池で

の動作時間を長くするため、低消費電力化の検討を
行った。その結果、消費電力の比較的大きい個体電力
増幅器（SSPA）について、パルスドープ型FETを用
いたものを新たに製作した。このSSPAは、出力電力
が1.78W（地球局送信電力1W）のときの消費電力が
5.2Wとなり、効率は34.2%である。
携帯端末には上記の情報速度が5.6kbpsの音声通信

を行うものと、伝送速度を64kbps、変調方式をQPSK
としたデータ通信用の携帯端末も試作した。端末の大
きさ及び外観は、図1に示すPDA型携帯端末と同じ
である。
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図4 携帯端末ブロック図

図2 内蔵パッチアンテナ（左：携帯型　右：PDA型） 図3 パッチアンテナ外観
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 通信実験 

衛星を用いた通信実験では、衛星の受信用大型展開
アンテナが低雑音増幅器（LNA）の不具合で使用でき
ないため、高精度時刻基準装置（HAC）を構成してい
る直径1mのパラボラアンテナを受信アンテナとして
使用した。この受信系のG/Tは-8.4dB/K以上（-2dB
エリア： 受信アンテナパターンを地球に投影したとき、
アンテナ利得が-2dBとなるエリアで、ほぼ日本全域が
含まれる）である。受信用大型展開アンテナを用いた
ときの受信系のG/T（設計値）は+13.8dB/Kである
ことから、衛星の受信性能が低下した分を5.6kbpsの
音声用携帯端末では送信アンテナに直径68cmの折り
畳み型パラボラアンテナを使用して補償する。また、
64kbpsのデータ通信用携帯端末では送信アンテナに
3.6mφパラボラアンテナを用いて補償する。
5.6kbps音声用携帯端末の受信アンテナに内蔵パッ
チアンテナを使用した場合の回線計算例を表2に示す。
衛星の中継器利得は150dBとした。
図7は通信実験を行うときの構成図を、図8に通信

実験時の様子を示す。表3に折り畳み型パラボラアン
テナの主要諸元を示す。
通信実験は、 ETS−Ⅷの中継器をS帯からS帯に接

続するクロス回線の接続とし、図7に示すように携帯
端末同士を直接接続するシングルホップで行った。 
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3

図5 パッチアンテナ放射パターン（単体）

送信 （TX）（at 2655MHz） 受信 （RX）（at 2500MHz）

表2 回線計算例

図7 通信実験構成図

図8 通信実験の様子

図6 内蔵パッチアンテナ放射パターン（筐体内蔵時）

送信（TX）（at 2655MHz） 受信（RX）（at 2500MHz）
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3.1　音声用携帯端末
携帯端末の発着呼は、携帯端末間で直接呼び出す方
式となっている。全ての携帯端末には固有のID番号
と個別の送受信チャネルが割り当てられており、携帯
端末に相手局のID番号を設定し、携帯電話と同じよう
に発信ボタンを押すことで発呼が開始される。相手局
のID番号の設定方法は、以下の4つの方法があり、
携帯電話と同じ感覚で操作を行うことができる。
1．直接キー入力する
2．アドレス帳から選択する
3．発信履歴から選択する
4．着信履歴から選択する
図9にアドレス帳から設定する画面を示す。
発着呼のシーケンスは以下の手順で行われる。
1．携帯端末に相手局ID番号を設定し、発信ボタンを押
す。呼び出しは共通の呼び出しチャネルを用いる。

2．待ち受け時の携帯端末は常に呼び出しチャネルを受
信しており、自局への呼び出しであること、発呼局の
ID番号を確認した局は、発呼局の個別受信チャネル
に応答する。
3．発呼局は自局の個別受信チャネルを受信し、呼び出
した局からの応答を確認した後、呼び出した局の個
別受信チャネルに応答し、そのまま通信に移行する。

3.1.1　接続性能
発着呼シーケンスを着呼局の受信C/Noをパラメー

タとして行い、接続性能を確認した。図10は実験構成
図である。
実験では受信アンテナに折り畳み型パラボラアンテ
ナを用い、携帯端末の受信部LNAの前に挿入した可変
減衰器（ATT）を調整することで受信C/Noを可変し、
呼び出しに対する応答と接続を調べた。実験結果を
図11に示す。携帯端末は、携帯型が5台、PDA型が
3台あり、図11の局の名称でHSは携帯型、PDAは
PDA型を示している。また、それに付く数字は個体を
識別する番号である。
横軸はLNA前に投入したATTの値、縦軸はその
値のときの受信側のC/Noを中間周波数（IF）で測定
した値である。
緑線は、携帯型4（HS4）から、PDA型1（PDA1）
を呼び出したときに接続が可能であった範囲を示した
もので、受信側のC/Noが44.7dBHzから51.4dBHzま
での約7dBの範囲で接続が可能であった。赤線はHS4
から携帯型2（HS2）を呼び出したときの接続が可能
であった範囲を示したもので、受信側のC/Noが
43.6dBHzから49.7dBHzまでの約6dBの範囲で接続が
可能であった。 
受信C/Noが44dBHz以下になると、接続は可能で

あるが、通信中に同期外れが発生し、通信を安定に継
続することが困難であった。
実験結果から、携帯端末の接続と通信の安定した継
続には端末の個体差もあるが受信C/Noは約44dBHz
から51dB Hzの範囲で安定した通信が行えることが分
かった。
送信電力が1W、送信アンテナに折り畳みパラボラ
アンテナを用いた場合、携帯端末の受信アンテナに内
蔵パッチアンテナを用いたときの受信C/NoはPDA1
で約46dBHz、HS2で約48dBHzとなり、個体差はあ
るが、それぞれ安定した接続と通信が継続できる受信
C/Noの範囲内である。 
3.1.2　通信品質
携帯端末間の通信品質を評価するため、ビット誤り
率（BER）特性を取得した。図12はBER特性測定時

60　　　情報通信研究機構研究報告 Vol. 60 No. 1 （2014）

3　移動体衛星通信システム実験

表3　折り畳み型パラボラアンテナ主要諸元

Sバンド（ 2.50 to 2.65 GHz ）周波数範囲

4線巻きヘリカルアンテナ一次放射器

21.6 dBi （受信 2.50GHz ）
22.4 dBi （送信 2.65GHz ）利得

667×732 mm大きさ

2.2 kg（三脚含まず）重量

図9 アドレス帳からID番号を選択 図10 接続性能実験構成図
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の構成図である。
送信側はPDA型の携帯端末（PDA型3）、受信側は
携帯型とPDA型の2種類を用いて、BER測定器に接
続し、BERを測定した。送信側の携帯端末は、内部に
疑似ランダム（PN： Pseudo Noise）符号を出力する機
能を持っており、それを用いた。なお、音声用携帯端
末は、音声符号化にPSI-CELPを用いており、誤り訂
正もPSI-SELPの機能で行われる。このため、BER測
定時には誤り訂正は無しとなる。
受信側の携帯端末のアンテナには内蔵パッチアンテ
ナを用い、衛星中継器の利得を可変することで衛星の
EIRPを可変し、受信側で所望のC/Noを得た。BER
測定時のC/Noは受信側の携帯端末のIFで測定した。
図13は、測定したBER特性（誤り訂正無し）である。
測定の結果、 HS4で取得したBERは理論値から

1dB程度までの劣化であることが分かる。PDA2では
受信C/Noが48dBHz以上で劣化がやや大きくなる傾
向がみられた。これは、PDA型は表示用LCDを大型
にしたためバックライトに冷陰極管を使用しており、
バックライト用のインバータ電源が発生する雑音が原
因である。室内試験において、AGC後の信号を観測し

たとき、インバータ電源のON時は、OFF時と比べ、 
C/Nが劣化することを確認した。本測定で受信側に
使用したPDA2では、C/Noが48dBHz以上で、イン
バータ電源からの雑音がシステム雑音より大きくなり、
BERが劣化する原因となったと考えられる。
なお、携帯型は表示用LCDが小型のため、バック
ライトにLEDを使用しており、バックライトに起因す
る雑音の影響は発生していない。
通信実験では、受信に内蔵パッチアンテナを用いた
ときの受信C/Noは約46〜48dBHz程度が得られてお
り、図13から誤り訂正無しのBERは2E-3〜2E-4程
度が得られている。携帯端末は音声符号化にPSI-
CELPが用いられており、音声通信では符号化及び誤
り訂正によりC/Noが46dBHz以上（BER=2E-3）あ
れば了解度の良い音声品質が得られた。
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図11 接続性能

図12 BER特性測定時の実験構成図

図13 携帯端末BER特性（誤り訂正無し）
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3.2　データ通信用携帯端末
PDA型携帯端末と同じ形状で伝送速度を64kbps 、
変調方式をQPSKとしたデータ通信用携帯端末を試作
した。端末の外観を図14に示す。表4に試作したデー
タ通信用携帯端末の主要諸元を示す。
通信実験では送信アンテナに直径3.6mのパラボラ
アンテナ、受信アンテナに直径68cmの折り畳み型パ
ラボラアンテナを使用した。
図15に通信実験の構成図を示す。
送信アンテナの3.6mφパラボラアンテナは、携帯端

末Ａ及び携帯端末Ｂで共有する。送信信号はハイブ
リッド（H）で合成し、フィルタ（BPF）を通して3.6mφ
パラボラアンテナから送信する。受信はそれぞれの携
帯端末に68cmφ折り畳み型パラボラアンテナを接続
する。
この実験構成で携帯端末Ａから送信し、衛星を経由
してダウンリンクした信号を携帯端末Ｂで受信したと
きの受信信号のC/Noは約57dBHzである。

3.2.1　接続性能
図15の構成で接続試験を行った。
相手側の携帯端末のアドレス番号をセットして発信
ボタンを押すことで発呼が行われ、相手側から応答が
あれば接続される。
試験の結果、ダウンリンク信号のC/Noは携帯端末

Aから送信し、携帯端末Bで受信した場合が57.8dBHz、
携帯端末Bから送信し、携帯端末Aで受信した場合が
56.3dBHzとなった。
次に送信フィルタ（BPF）と3.6mφパラボラアン
テナとの間に可変減衰器を挿入し、送信電力を低下さ
せることで両端末の受信C/Noを低下させ、接続が可
能となるC/Noを測定した。接続時の受信C/Noの条
件を同じとするため、携帯端末Bの送信に1dBのATT
を挿入した。実験の結果、受信C/Noが50.8dBHzま
で低下しても接続が可能であることを確認した。しか
し、通信中に接続が切れることが多く、通信を安定し
て継続させるためのC/Noは51.5dBHz以上となった。
3.2.2　BER特性
図16に示す構成でBER特性を取得した。
携帯端末Ａから送信し、携帯端末Ｂでダウンリンク
信号を受信し、BERを測定する。
送信側に接続した可変減衰器（ATT）で送信電力を
調整することで受信側の信号のC/Noを可変した。携
帯端末ＢにBER測定器を接続し、BERを測定する。送
信側の携帯端末Aは、内部にPN符号を出力する機能
を持っており、それを用いた。
図17に測定結果を示す。なお、携帯端末から出力さ
れるPN符号を用いた場合、誤り訂正は行われない構
成となっており、ここで測定したBERは誤り訂正無し
となる。
C/Noが57dBHzでBERの測定値は1E-3となり、

理論値に対して約2dBの劣化がみられた。劣化の原因
には、同型の5.6kbps音声用PDA型のBER特性で見
られた表示用LCDのバックライトの雑音による影響
も考えられるが、データ通信用携帯端末では受信アン
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表4　データ通信用携帯端末　主要諸元

2.5GHz（受信）/2.65GHz（送信）送受信周波数

0.5W送信電力

外部アンテナ *1
左旋円偏波（送信・受信共）アンテナ利得及び偏波

64kbps QPSK変復調方式

FDMA回線接続

100kHzチャネル間隔

畳み込み符号化
（拘束長7，符号化率1/2 ）
ビタビ復号

誤り訂正方式

7.2V 2A
内蔵電池：ニッケル水素2次電池電源

10分以上内蔵バッテリ動作時間

105（W）×185（D）×45（H）外形寸法（mm）

500g（電池含まず）重量
*1 送信：3.6mパラボラ（利得：35.8dBi）
 受信：68cm折り畳み型パラボラ（利得：21.6dBi）

図14 データ通信用携帯端末装置の外観

図15 通信実験構成図
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テナに折り畳み型パラボラアンテナを使用するため衛
星の中継器の雑音が受信される等、5.6kbps音声用携帯
端末での実験時と比べてNoの測定値が大きく、また、
BER特性に不自然な変動も無いことからバックライ
トの雑音による影響は無いと考えている。
3.2.3　ファイル転送試験
図15の構成で携帯端末間が接続状態であれば、それ
ぞれに接続したパーソナルコンピュータ（PC）間で
データ通信が可能となる。
PCを接続してデータ通信を行う場合は送られる
データは誤り訂正が有効となる。 
実験では、携帯端末Ａ及びＢにPCを接続し、デー
タファイルの転送試験を行った。
BER測定と同様に送信電力を調整する方法で受信
C/Noを可変し、受信されたファイルと送信ファイル
を比較し、転送されたデータから誤り率を求めた。
データファイルは1バイトのASCII文字をランダムに
並べたもので、ファイルの容量は51.5KBである。この
ファイルを10回連続で送信した。 

実験の結果、携帯端末Ａから携帯端末Ｂにデータ
ファイルを転送した場合、C/Noが56.0dBHz以上で、
転送されたデータに誤りが無いことを確認した。
C/Noが54.7dBHzでは、受信したデータの誤り率は
2.9E-4となった。データの誤り率は、伝送した文字数
と誤った文字数から計算した。
また、逆方向の携帯端末Ｂから携帯端末Ａにデータ
ファイルを転送した場合、C/Noが56.1dBHz以上では、
転送されたデータに誤りが無いことを確認した。 
C/Noが54.5dBHzでは、受信したデータの誤り率は
2.9E-4となった。
データファイルの転送にかかった時間の実測値は約
2分53〜55秒であった。
データ通信のフレームフォーマットは、1フレーム
が40msecでビット数は2560bit、そのうちデータを格
納する部分は2464bitである。データ1バイトを8ビッ
トとして計算すると、誤り訂正有りではデータファイ
ル10回分の転送にかかる時間は133.76秒（約2分14秒）
と計算できる。また、1回のファイル転送が終了し、
次のファイル転送が開始されるまでに約3秒要するこ
とから、データファイル10回の転送には約2分40秒
かかり、この時間は、実測値と概ね合っている。この
結果から、データ通信用携帯端末によるファイル転送
は、データ転送過程の処理等の遅延は無く、正常に行
われたことが分かる。また、C/Noが56dBHz以上では
伝送したデータに誤りが無いことが確認できた。さら
に、誤り訂正無しのBER特性と比較し、誤り訂正を
行ったデータ転送の結果から符号化による利得が得ら
れていることを確認した。

 その他 

4.1　頭部に対する電磁波の影響
携帯型の携帯端末は、衛星の受信用大型展開アンテ
ナの機能が正常に動作していた場合、携帯電話のよう
に端末装置を頭部に当てて使用できるよう、イヤース
ピーカとマイクを内蔵している。携帯端末の開発段階
では、この様な使用における頭部への電磁波の影響に
ついて調べている［4］。
図18に示すように、人体の頭部ファントムに携帯型

の携帯端末を接近させて取り付け、人体に吸収される
電力をサーモグラフィ法で測定した。
測定結果から、携帯端末の筐体と頭部が5mm以上離

れれば、一般環境における任意の組織10gあたりの局
所SAR（Specific Absorption Rate）の許容値である
2W/kg［5］［6］を満足できることを確認している。
図19は試験電波の発射後、アンテナ付近の頭部温度

が上昇している様子である。本実験に使用した携帯型
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図16 BER特性測定時の構成図

4

図17 BER測定結果（誤り訂正無し）
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の内蔵パッチアンテナは、頭部への電波の吸収が少な
くなるよう、端末を頭部に当てて使用した場合、頭部
に近い位置に受信用アンテナ、離れた位置に送信用の
アンテナを配置する設計としている。しかし、衛星携
帯端末は地上の携帯電話と比較して送信電力が大きく
なると考えられるため、どの様な使用状況においても
人体への電波の吸収が許容値を満足するように端末を
設計することが重要である。

4.2　防災訓練への参加
衛星携帯端末は、災害発生時に地上の通信網が寸断
される等の被害を受けた場合の情報伝達手段として非
常に有効と考えている。通信実験では自治体が行う災
害時を模擬した防災訓練に参加し、災害発生時を想定
した携帯端末の設置、通信回線の接続及び音声での情
報伝達を行い、その有効性を確認した。実験では東京
都及び鹿児島県で行われた防災訓練に参加し、携帯端
末の移動及び設置を行い、音声による情報の伝達訓練
を行った。また、防災訓練に参加した防災関係者及び
一般の方々にも携帯端末を用いて音声による情報の伝
達を行って頂き、情報を正確に伝達できる音声品質が
得られることを確認して頂いた。さらに携帯端末を操
作して、回線の接続についても行って頂き、携帯電話
と同じ操作で衛星回線を用いた携帯端末間の接続が簡

単にできることを体験して頂いた。図20に防災訓練
の様子を示す。

4.3　電源供給の検討
災害発生時、被災地ではこの様な通信システムを動
作させる電源の供給も困難となることが想定される。
携帯端末は電池でも動作させることができるが、動作
時間は短く、数日間に渡り情報の伝送を行うために、
外部バッテリと太陽電池による充電システムを組み合
わせる等の電力供給システムを検討する必要がある。
図21は、防災訓練で使用した電源供給システムである。
バッテリ（20Ah）、太陽電池（発生電力： 最大30W）、
充放電コントローラ及びDC-DCコンバータで構成さ
れている。
携帯型の携帯端末の送信時の消費電力を18W、受信

時（待ち受け時）の消費電力を5Wとすると、容量が
20Ahのバッテリを用いた場合、送信と受信の時間比率
が1：1の場合、バッテリのみでも20時間程度の連続
運用が可能である。太陽電池を用いてバッテリに充電
するシステムを検討したが、日本の平均的な日照時間
を3時間程度と見積もると、24時間の連続運用を考え
た場合、30Wの太陽電池を用いても受信待ち受け状態
で消費する1日分の電力量を得ることも難しく、被災
地で数日間の連続運用を行うことを考えた場合、電源
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図18 ファントムに携帯端末を取付けた様子 図19 電磁波による頭部温度の上昇

図20 防災訓練における通信実験の様子

東京都総合防災訓練 桜島火山爆発総合防災訓練 東京都島しょ総合防災訓練
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の供給は重要な検討課題である。

 むすび 

ETS−Ⅷを用いて携帯端末による衛星通信実験を行
い、音声及びデータ通信が可能であることを実証する
と共に、接続性能、伝送特性等の基礎データを取得し
た。ETS−Ⅷは受信系の不具合により受信用大型展開
アンテナを使用することができなくなり、地上側で送
信アンテナにパラボラアンテナを用いて通信実験を
行った。
また、自治体が実施した防災訓練に参加し、災害時
等における情報伝達手段として衛星通信が有効である
ことを、実際に携帯端末を使った通話で、十分な了解
度が得られる音声品質が得られることを確認して頂い
た。さらに、携帯電話とほぼ同じ操作で簡単に相手と
接続できるようにしたことで、一般の方々も衛星通信
ということを特に意識せず利用して頂けたと考えてい
る。
2011年3月に発生した東日本大震災では地上の通信
網や携帯電話回線が被害を受け、完全に復旧するまで
には1ヶ月以上の時間が必要であった。この間、衛星
回線を用いた情報通信が非常に有効であったことは記
憶に新しい。
現在、携帯型端末を用いた衛星通信サービスが日本
でも提供されており、災害時等での通信手段としてさ
らに普及していくと考えられる。
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